
緊急事態発生時の対応
大規模災害など緊急事態が発生した場合、事態の拡大防

止と早期収束が図れるよう、平常時の準備、緊急事態発生時

の緊急連絡、緊急対策本部の設置について定めた対応要領

を策定しています。
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リスクマネジメント

リスク管理体制
当社の各部門および関係会社は、事業責任の一環としてそ

の事業活動に伴うリスクの管理に責任を負い、適切なリスク

管理体制を整備してリスク対策を実施しています。

事業計画や大規模投資などの重要なリスクについては経営

会議などで適宜報告し、共有を図っています。また、リスク管

理を確実に実施するためにマニュアル類を整備し、リスクの種

類に応じた教育を実施するとともに、社内報などでリスク管理

の取り組みを周知しています。

内部監査部門は、当社の各部門および関係会社が富士電

機リスク管理規程に基づいてリスクを抽出・評価し、対策方針

を定めて適切に管理体制を構築し的確に運用しているかを定

期的に監査しています。

リスク管理プロセス
当社の各部門および関係会社は、年次の予算策定時に事

業活動に伴うリスクの把握・評価を行っています。

各リスクへの対策は、経営への影響および発生頻度を踏ま

えて、各リスクに関する対応（回避、低減、移転、保有など）の

方針や対策を検討し、各部門などで実行責任者などを定め実

施しています。

第2四半期終了後に中間フォローを行い、教育・訓練の結果

などリスク対策の年度評価を行うとともに、法令・規制などの

改正およびリスク対応の経験などを踏まえてリスク管理体制

に反映し、次年度対策の改善につなげています。

またこれらの管理体制および運営状況は、内部監査部門に

よる定期的な監査を実施しています。

基本方針
富士電機は、「富士電機リスク管理規程」に基づきリスクを

体系的、組織的に管理しています。富士電機の経営に影響を

及ぼす可能性のあるさまざまなリスクに関して、遺漏なく適切

に管理・対処することでリスクの顕在化（危機的事態の発生）

を未然に防止し、リスクによる影響の最小化を図っています。

主要なリスク
現在、富士電機の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性のある主要なリスクは以下の通りです。

リスク項目 リスク内容

経営戦略
事業戦略
事業環境

•  成長が見込める事業に経営資源を集中させ、設備投資、研究開発投資を行っていますが、特に半導体の
設備投資は、顧客との物量・価格面での交渉をもとに設備投資の判断を行うとともに、研究開発投資は事
業戦略との整合性などを重視し、ロードマップに基づき、将来を支える基盤・先端技術の研究開発を進め
ています。しかし、半導体分野の製品サイクルは短く、また製品需給の変動や競争が激しいことから、投資
を回収できないリスクがあります。

•   地球環境保護への取り組みを経営の重要課題と位置付け、TCFDへの賛同表明、「環境ビジョン2050」
の制定など、事業を通じ持続可能な社会の実現に取り組んでいることを継続的に発信しています。しか
し、環境規制の強化や、ESG評価機関からの取り組み評価により、石炭火力発電事業への批判が強まる
場合、富士電機の評判などに影響を及ぼすリスクがあります。

コーポレート･
ガバナンス

•  平時より経営の透明性や監査機能の向上を図ることにより、コーポレート･ガバナンスの強化に取り組ん
でいますが、予期せぬ事態の発生により、内部統制などに不備が生じ、コーポレート･ガバナンスが機能
不全に陥った場合、経営に混乱をきたすなどのリスクがあります。

事業再編・
提携・撤退

•  競争力の強化に向け、第三者との協業に取り組んでおり、経営理念などを共有するとともに、緊密なコ
ミュニケーションを図るなど、良好な関係構築に取り組んでいますが、制度、文化面などの相違から十分
な成果が得られないリスクがあります。

受注・営業・
販売促進

•  機会損失を回避する取り組みを行うとともに、国内外の市場動向による業績影響の極小化に向けて、コス
トダウンや総経費の圧縮に努めていますが、市場環境の悪化、製品需給の急激な変動や競争の激化、お
よびそれらに伴う価格レベルの大幅な下落が生じるリスクがあります。

•  大型プラント案件において、適正な利益を確保できるよう、受注時における見積りの精度向上、受注後の
プロジェクト管理の強化などに取り組んでいますが、受注後の予期せぬ仕様変更、工程遅延や自然災害
などにより採算悪化となるリスクがあります。

開発・設計
エンジニアリング

•  強いコンポーネントとシステムを創出する研究開発、および要素技術の複合により顧客価値を生むソ
リューションの研究開発に注力していますが、急速な技術の進歩により他社に優位性を奪われたり、計画
どおりに開発が進まずに適切な時機に市場への製品投入ができないリスクがあります。

調達・手配 •  原材料価格高騰リスクに対して商品スワップ取引などを行っていますが、円安や需要増等により、原材料
等の価格が大幅に上昇するリスクがあります。

生産・製造
出荷・物流
据付・引渡
サービス

•  常に最新の物量動向を把握するとともに、物量変動に対応できる最適な生産管理体制を構築しています
が、予期せぬ事態により、物量動向の変化への対応が遅れた場合、在庫過不足を招くリスクがあります。

•   「地域完結型」ものつくりの推進、グローバル調達の推進などに取り組んでいますが、ヒト・モノの移動が
制限され物流網が寸断された場合、納期遅延等が発生するリスクがあります。
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自然災害・事故への対応（BCPの取り組み）
大規模な自然災害や事故などの不測の事態発生時にも重

要な事業を必要な時間内に再開・継続するため、「富士電機事

業継続マネジメント（BCM）規程」に基づき、事業継続計画

（BCP）を策定し、継続的な改善に全社で取り組んでいます。

BCPは本社や工場、お客様の対応窓口となる支社で策定す

るとともに、ITシステムの早期復旧や被害最小化に向けた対

応、調達分野における自然災害リスクへの対応やマルチソース

化の対応など、事業継続に欠かせない機能に対してBCPを策

定しています。また策定したBCPに基づいた教育訓練を実施

するとともに、BCPおよびその管理体制の有効性を定期的に

評価し改善につなげることで、事業継続力の強化に取り組ん

でいます。

2023年度は、BCPを各拠点で自主訓練し得られた気づきか

らBCPの改善につなげることができるよう、事前準備、当日進

行、終了までの訓練プログラムをパッケージ化し各拠点に展開

しました。これにより確実にPDCAを回して事業継続の対応力

を高めています。

なお、富士電機は事業継続に積極的に取り組んでいること

が評価され、「国土強靭化貢献団体認証（レジリエンス認証）」

を取得しています。

プロジェクト案件管理の強化の取り組み
当社は、利益重視の経営による更なる企業価値向上の実

現に向け、プロジェクト案件管理の強化による損失発生リス

クの低減に取り組んでいます。

損失発生リスクの早期把握と予知保全のため、これまでに

発生した大口損失発生事例をもとにその発生原因を分析し

て社内関連部門と共有するとともに、再発防止策の実行およ

び運用状況のモニタリングを実施しています。

2023年度は、与信リスクの高い案件の受注前審査ルール

の整備、受注済み案件のコストを含めたプロジェクト進捗管

理の徹底に取り組み、その実施状況について関連する事業

部門およびコーポレート部門と連携して管理するとともに定

期的に執行役員会議などで経営層に報告し議論しました。ま

た海外拠点の管理レベル強化のため、損失発生防止に向け

た実務指針および運用細則を策定し海外拠点にも展開する

ことで、損失発生リスクをセルフチェックできる仕組みを構築

しました。

今後、海外現地の社員およびローカルスタッフの教育充実

に取り組むことで、更なるプロジェクト案件管理の強化およ

び一層の損失発生リスクの低減につなげていきます。

情報セキュリティの維持・強化の取り組み
当社が保有する経営、営業または技術上の情報、個人情報

などの資産価値を機密情報として適切に管理するために、情

報セキュリティに関する方針および規程類をNIST（米国国立

標準技術研究所）サイバーセキュリティフレームワークをベー

スに再整備し展開しています。

また富士電機および国内外グループ各社に管理体制を構

築し、全従業員への定期的な教育、事業所や執務室の入退場

者管理、インターネットやパソコン端末のセキュリティ対策な

どを実施するとともに、各職場の取り組み状況を毎年点検し

ています。

さらに、多様化・高度化するサイバーセキュリティ脅威への

対応として、セキュリティ対応体制（CSIRT／SOC）の強化、

新たなサイバー攻撃の兆候や情報の監視の強化、情報システ

ムの防御・攻撃監視機能の強化を図っています。

各拠点においても、お取引先様の要求事項や関連する業界

団体のガイドライン・市場動向などを踏まえて情報セキュリティ

の対策向上に努めており、情報セキュリティ管理の公的認証が

求められる事業ではISMS認証を富士電機㈱2部門と子会社2

社が取得しています。また、個人情報保護に関しては、プライバ

シーマークが富士電機㈱と子会社3社に付与されています。

2023年度は、エネルギー、インダストリーの主力工場であ

る東京工場と鈴鹿工場において、制御システムセキュリティ国

際標準規格「IEC※ 62443-4-1」の認証を取得しました。今

後、その他の工場でも認証取得を進めていきます。
※ International Electrotechnical Commission（国際電気標準会議）

リスク項目 リスク内容

品質保証 •  品質管理体制を整備し、高い品質水準の確保に努めるとともに、必要な保険に加入していますが、予期せ
ぬ事態により品質問題が発生した場合、業績などに影響を及ぼす可能性があります。

人的資源・労務 •  積極的に社員の教育・研修を実施するとともに、キャリア採用拡大などにより、優秀人材の確保に取り組
んでいますが、必要な人材を確保・育成できないリスクがあります。

財務・会計 •  社債・CP・短期借入・長期借入の最適ミックスを常に検証し、機動的・安定的な資金調達が可能となる
よう取り組んでいますが、金利が想定以上に上昇した場合、有利子負債に対する金利負担の増大を招く
リスクがあります。

•  与信管理強化を図ることにより、売上債権の回収促進に取り組んでいますが、景気低迷などにより、取引
先の資金繰りが悪化して債権回収不能となるリスクがあります。

法務・倫理 •  「 富士電機遵法推進委員会」において法令遵守の徹底を図るとともに、コンプライアンス・プログラムおよ
び内部通報者制度などのコンプライアンス体制を整備していますが、法令違反などが発生した場合、社
会的信用や業績などに影響を及ぼす可能性があります。

•  訴訟などの法的紛争に備え、必要なプロセス（事実調査、是正措置、再発防止、社内処分、開示）を迅速
に行う体制を構築していますが、予期せぬ多額の賠償を命じられるリスクがあります。

•  知的財産権を効果的に守り、他社の権利を尊重した製品・技術の開発を進めていますが、係争が発生し
た場合、業績などに影響するリスクがあります。

政治情勢
社会経済動向

•  一定の基準に従って為替予約を実施していますが、対円為替相場の変動が生じるリスクがあります。
•  想定外のリスクに備え、生産・販売拠点の分散化を図っていますが、海外での法・規制などの変更、政治
的要因、社会的混乱などにより、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

株主・投資家の 
動向

•  積極的な開示ならびに株主・機関投資家とのコミュニケーションを重視するとともに、誠実かつ正確な情
報開示を行うなど、当社経営への理解を深める取り組みを行っていますが、株主･投資家の意向と当社経
営の意向に齟齬が生じるなどにより、役員選任議案に反対票を投じられるなどのリスクがあります。

自然災害・事故 •  危機管理対応の専門部門を設置し、防火・防災や、事業継続計画（BCP）の策定など、「事業継続力強化」
に取り組んでいますが、大規模な災害や事故などが発生した場合、生産設備の破損、操業の中断、製品
出荷の遅延などが生じるリスクがあります。

外部からの攻撃 •  サイバーセキュリティ脅威への対応のため、攻撃の監視・制御を実施するとともに、防御、検知システムの
増強、サイバー訓練などの対応力強化を継続的に進めていますが、外部攻撃（サイバーテロなど）により
機能不全、情報漏洩などの問題が発生し、社会的信用を失墜させるなどのリスクがあります。

リスクマネジメント
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